
市 川 市 中 小 法 人 等
事 業 継 続 支 援 金

申 請 の 手 引 き

<申請受付期間>

令和３年９月１日（水）から令和３年１１月３０日（火）まで

<９月１日版>

市 川 市 中 小 法 人 等 事 業 継 続 支 援 金 事 務 局。

<受 付 時 間>：9:00～17:00（土日祝日・年末年始は除く）

<電 話 番 号>：043-203-8120



新型コロナウイルス感染症の影響を受けているものの、国の支援が十分に届いていない中小法人等が多数
存在しております。市川市では中小法人等の事業継続を支援することを目的に、市川市独自の支援金として、
「中小法人等事業継続支援金」を創設いたしました。

<給付対象者>

支援金の概要
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次の各号の全てを満たす事業者の方が対象です。

Ⅰ.市内に本店又は主たる事業所を有する中小法人等であること。
Ⅱ.新型コロナウイルス感染症の影響を受け、事業収入が減少していること。
Ⅲ.令和3年4月、5月、6月、7月又は8月の売上が、対前年又は対前々年の同月比で20％以上減少していること。
Ⅳ.中小法人等事業継続支援金の給付を受けた後も、引き続き市内で事業を継続する意思があること。
Ⅴ.申請月が国の月次支援金の対象となっていないこと。
Ⅵ.都道府県により、令和3年4月以降に実施された営業時間短縮要請に伴う協力金の支払い対象となっていない

こと。 ※時短営業要請に従っていないという理由で協力金を受け取っていない場合も、対象とはなりません。
Ⅶ.納期限の到来した市税を完納していること。

<中小法人等とは？> 中小企業基本法第2条第1項の表

資本金 従業員の数
小売業/飲食業 5,000万円以下 50人以下
卸売業 1億円以下 100人以下
サービス業（生活関連サービス業、娯楽業
　　　　　　教育、学習支援、医療福祉、その他） 5,000万円以下 100人以下

旅館業 5,000万円以下 200人以下
ソフトウェア業/情報処理サービス業 3億円以下 300人以下
その他（建設業、製造業、運輸業、鉱業、
　　　　不動産業、旅行業、農林漁業、その他） 3億円以下 300人以下

業種 下記のいずれかを満たす者

同法に基づかない法人格を持つ法人等（社会福祉法人、医療法人、NPO法人、組合等）の場合も、各
業種ごとに規定される規模以下の場合は対象となります。

<給付金額> 1か月当たり一律5万円（最大25万円）

<市川市中小法人等事業継続支援金事務局>

TEL：043-203-8120 FAX：043-244-8125
E-メール：ichikawacity-chushoshien@bsec.jp
事務局開設期間：令和3年9月1日（水）～令和3年12月28日（火）
受付時間：9時00分～17時00分（土日祝日、年末年始を除く）

以下のいずれかを満たす者

　　　　　　 育、

　　　　



以下のとおりオンライン又は郵送での申請受付を行います。
なお、オンライン申請をしていただきますと、今後、市が類似の支援金を実施する場合、申請方法が簡潔にな
ることがあります。

新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から、窓口による対面での受付は行いません。
ご不明な点は、事務局にお問い合わせください。

<オンライン申請窓口について>

支援金の申請方法、受付期間
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法人又は個人事業者で申請の窓口が異なります。

●郵送先
〒260-0027 千葉県千葉市中央区新田町1-10 千葉テクノプラザ3階
市川市中小法人等事業継続支援金事務局 宛
※必要に応じて、専用宛名ラベル（最終ページ）をご利用ください。

オンライン申請の場合、令和3年11月30日（火）23時59分までに送信を完了してください。

<申請受付期間> 令和3年9月1日（水）から令和3年11月30日（火）

https://amarys-jtb.jp/ichikawacity1/法人の方はこちら

個人事業者の方はこちら https://amarys-jtb.jp/ichikawacity2/

<郵送申請窓口について>

郵送申請の場合、令和3年11月30日（火）消印有効
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支援金を申請できるか確認

STEP1 給付対象者の確認

給付対象者に関する要件は下記のとおりです。

要 件 は い い い え

市内に本店又は主たる事業所を有する中小法人等であること。
（中小法人等に該当するかは、本手引きの1ページを参照） □ □

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、事業収入が減少していること。 □ □

令和3年4月、5月、6月、7月又は8月の売上が、対前年又は対前々年の同月比で20％以上減
少していること。 □ □

中小法人等事業継続支援金の給付を受けた後も、引き続き市内で事業継続する意思があること。 □ □

申請月が国の月次支援金の対象となっていないこと。 □ □

都道府県により、令和3年4月以降に実施された営業時間短縮要請に伴う協力金の支払い対象と
なっていないこと。 □ □

納期限が到来した市税を完納していること。 □ □

以下、給付対象外要件に該当しない。
・被保険者又は社会保険の被扶養者
・法人税法別表第1に規定する公共法人
・性風俗関連特殊営業又は店舗型性風俗特殊営業に係る接客業務受託営業を行う者
・宗教上の組織又は団体
・政治団体
・市川市暴力団排除条例（平成24年条例第12号）第2条第1号に規定する暴力団、同条第3
号に規定する暴力団員等又は同条例第9条第1項に規定する暴力団密接関係者

・破産手続開始の決定を受けた者

□ □

全て☑
↓

STEP2へ

1つでも☑
↓

対象外
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✤ 事業収入とは、寄附金、補助金、助成金及び金利等による収入等、株式会社等で営業外収益に当たる金額
を除いた売上金額をいいます。（ただし、個人事業者にあっては、売上を給与所得又は雑所得として申告してい
る場合を含みます。）なお、事業収入に新型コロナウイルス感染症対策による、給付金、補助金、助成金が含ま
れる場合は、その額を除いた金額を算出してください。

事業収入に関する要件は下記のとおりです。本支援金を受けられるかどうか、対象月、減少率等を確認してください。

1か月毎に判定（例：前年を基準年として比較した場合）
（単位：万円）

STEP2 事業収入減少の確認

対象月 ４月 5月 6月 7月 8月

減少率 令和3年4月、5月、6月、7月又は8月の売上が、対前年又は対前々年の同月比で20％以上減少した。

はい □ □ □ □ □ 1つでも☑→STEP3へ

いいえ □ □ □ □ □ 全て☑→対象外

区分 4月 5月 6月 7月 8月

2021年 20 27 19 30 36

2020年 30 30 29 26 60

増減率 -33% -１0% -34% ＋15% -40％

判定 対象 対象外 対象 対象外 対象

売上減少率が20％以上に満たない場合は、対象外。

市川市中小法人等事業継続支援金 申請の手引き

前年又は前々年の１か月当たりの月間事業収入を確認できない方

個人事業者で白色申告を行っている者や特定非営利活動法人等は、平成３１年又は令和２年の事業収入の月
平均を当該年の各月の事業収入とみなします。

例：平成３１年に１２か月営業し、事業収入が１８０万円で月別が分からない場合
１８０万円÷１２か月=１５万円
平成３１年４月：１５万円、５月：１５万円、６月：１５万円、７月：１５万円、８月：１５万円
として、令和３年と比較することができます。
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STEP2で事業収入が減少した対象月を確認し、下記の表を参考に申請できる金額を確認してください。

７ページの必要書類一覧表をご確認いただき、申請をお願いします。また、６ページの給付
対象の特例を適用する場合は、８ページも確認をしてください。

STEP3 申請できる金額

STEP2で事業収入の減少が確認できた月
申請ができる金額4月 5月 6月 7月 8月

いずれかの一か月が○ 5万円
いずれかの二か月が○ 10万円
いずれかの三か月が○ 15万円
いずれかの四か月が○ 20万円

○ ○ ○ ○ ○ 25万円
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給付対象の特例

内容

☑ 2019 ・ 2020 年新規開業特例

（平成31年1月～令和2年12月に設立した中小法人又は開業した
個人）

⇒ 事業者開業年の年間事業収入÷開業年の設立後月数（開業
日の属する月も一月とみなす）

☑ 2021 年新規開業特例

（令和3年1月～3月に設立した中小法人又は開業した個人事業
者）

⇒ 令和3年1～3月の事業収入の合計÷令和3年の開業した月から
3月までの月数（同上）

☑ 合併特例
（令和3年1月以降に合併を行った中小法人）

⇒ 合併前の法人の事業収入の合計と合併後の事業収入とを比較

☑ 事業承継特例
（令和 3 年 1 月以降に事業の承継を受けた個人事業者）

⇒ 事業承継の前の事業収入と事業承継後の事業収入を比較

☑ 法人成り特例
（令和3年1月以降に個人事業者から法人化した中小法人等）

⇒ 法人化前の個人事業者の事業収入と法人化した中小法人等の
事業収入を比較

☑ 罹災特例

（平成30年、平成31年又は令和元年の罹災を証明する罹災証明
書等を有する中小法人等）

⇒ 罹災証明書が証明している罹災日の属する年又はその前年の事
業収入と、令和３年度の事業収入とを比較

例１：平成３１年４月に罹災した場合
➡平成３０年又は平成３１年の事業収入と令和３年の事業

収入を比較
例２：平成３０年４月に罹災した場合

➡平成２９年又は平成３０年の事業収入と令和３年の事業
収入とを比較

新規開業や事業承継などの場合は、以下により、支援金の支給の判定を受けることができます。

市川市中小法人等事業継続支援金 申請の手引き



必要書類一覧表
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※1 所得税確定申告書の平成３１年分は令和元年分に相当

市川市中小法人等事業継続支援金 申請の手引き

区分

項目

個人 法人

青色申告している 白色申告している 事業収入を、給与収入・
雑収入で申告している 確定申告を要さない 確定申告している 確定申告を要さない法人

【郵送申請の場合のみ提出】
中小法人等事業継続支援金申請書兼請求書

（様式第１号 第６条関係）
〇 〇 〇 〇 〇 〇

誓約書・同意書（様式第２号） 〇 〇 〇 〇 〇 〇

所得税確定申告書第一表の控え（各年分１枚）
※平成３１年分・令和２年分 〇 〇 〇

所得税の青色申告決算書の控え（各年分２枚）
※平成３１年分・令和２年分 〇

所得税の収支内訳書の控え（各年分２枚）
※平成３１年分・令和２年分 〇

生業として続けている事業であることがわかる書類
（各年分に対応する事業収入の根拠となる契約書など）
※平成３１年分・令和２年分

〇

市民税・県民税申告書の控え（各年度の両面）
・申請時点で直近２年度分 〇

市民税県民税申告書の収支内訳書の控え（各１枚）
・申請時点で直近２年度分 〇

市内で事業を行っていることがわかる書類
（開業届、許認可証、事業所に係る契約書 等） 〇

令和３年４月以降の申請月における月間事業収入が確認できる資料
（売上台帳・帳面・その他の確定申告等の基礎となる書類） 〇 〇 〇 〇 〇 〇

営業時間を証明する書類（飲食業、大規模施設内のテナント入居者）
ホームページやメニュー表等営業時間がわかる資料 〇 〇 〇 〇 〇 〇

申請者名義の国民健康保険証の写し
（有効期限内であり、かつ資格取得の日が平成 ３１年以前のものに限る） 〇

法人税の確定申告書別表一の控え
・令和３年４月以降の申請月の前年同月及び前々年同月をその期間内に含ん
でいること

〇

法人事業概況説明書の控え
・令和３年４月以降の申請月の前年同月及び前々年同月をその期間内に含

んでいること
〇

履歴事項証明書又は根拠法令に基づき法人等の設立について公的機関に認
可等されていることが分かる書類 〇

事業報告書、貸借対照表 等
・NPO法人（事業報告書）、社会福祉法人 （事業活動計算書）、

公益財団/社団法人（正味財産増減計算書） など
・令和３年４月以降の申請月の前年同月及び前々年同月をその期間内に
含んでいること

〇



必要書類一覧表
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※特例適用（平成３１年～令和３年３月３１日までに開業・法人設立・
事業継承）の場合、７ページの書類に加えて、下記の書類を提出してくださ
い。

※1 所得税確定申告書の平成３１年分は令和元年分に相当
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区分
項目

個人 法人

青色申告している 白色申告している
事業収入を、給与
収入・雑収入で申

告している
確定申告を要さな

い 確定申告している 確定申告を要さな
い法人

新規開業者の場合

開業届（所得税法） ○

法人設立届書（法人税法）等 ○

前年分の売上台帳等
（開業後の日が浅く、法人税の確定
申告書を提出する義務がない者）

○

事業承継者等の場合

開業届（所得税法） ○

法人設立届書（法人税法）、
履歴事項証明書等

○

事業承継等をした者の平成３１年
分、令和２年分の法人税の確定申
告書

○

事業承継等をした者の確定申告書
令和３年４月以降の申請月の前年
同月及び前々年同月をその期間内
に含んでいること

○

罹災者の場合 罹災証明書 ○ ○



必要書類一覧表（共通書類）
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区分

項目

個人 法人

青色申告
している

白色申告
している

事業収入を、
給与収入
雑収入で

申告している

確定申告
を要さない

確定申告
している

確定申告を
要さない法人

振込先口座が法人名義・本人名義の場合

通帳またはキャッシュカードの写し 〇 〇 〇 〇 〇 〇

振込先口座が法人名義・本人名義以外の場合

委任状 〇 〇 〇 〇 〇 〇

通帳又はキャッシュカードの写し 〇 〇 〇 〇 〇 〇

通帳の写し
金融機関名、支店番号、支店名、口座種別、口座番号、名義人 が確認できるよう

スキャン又は撮影してください。

電子通帳などで、紙媒体の通帳がない場合は、電子通帳等の画面等の画像を提出してください。
同様に、当座口座で紙媒体の通帳がない場合も、電子通帳等の画像を提出してください。

市川市中小法人等事業継続支援金 申請の手引き



記入例 様式第１号（第６条関係）※一般法人の例

10市川市中小法人等事業継続支援金 申請の手引き

本店又は主たる事業所の
所在地です。（個人の場
合における「住所」ではありま
せん。）

個人の場合は、自宅と同じ住所を記入してください。

和暦で記入してください。



記入例 様式第１号（第6条関係）※一般法人の例

11市川市中小法人等事業継続支援金 申請の手引き

必ず社内管理資料をもとに、1円単位まで正確な金額を記入してください。
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記入例 様式第１号（第６条関係）※一般法人の例

12市川市中小法人等事業継続支援金 申請の手引き

振込先口座は、通帳をご確認の上、記載をしてください。



記入例

13市川市中小法人等事業継続支援金 申請の手引き



記入例 様式第2号（第６条関係）

14市川市中小法人等事業継続支援金 申請の手引き

押印をお願いします。



提出書類見本
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所得税確定申告書第一表の控え（各年分1枚）※平成31年分、令和2年分

所得税の青色申告決算書の控え（各年分2枚） ※平成31年分、令和2年分

所得税の収支内訳書の控え（各年分２枚）※平成31年分、令和2年分

申告書B 申告書A

※所得税確定申告書の平成31年分は令和元年分に相当

市川市中小法人等事業継続支援金 申請の手引き



提出書類見本
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法人税の確定申告書別表一の控え 法人設立届出書

法人事業概況説明書

市川市中小法人等事業継続支援金 申請の手引き



提出書類見本
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開業届

市民税・県民税申告書

支払調書

市川市中小法人等事業継続支援金 申請の手引き



 国の月次支援金 重複受給はできません。
 千葉県感染防止対策協力金

（大規模施設等に対する協力金を含む）
重複受給はできません。
なお、時短営業要請に従っていないという理由で協力金を受け
取っていない場合も、市支援金を受給できません。

 千葉県中小企業等事業継続支援金 重複受給ができます。

よくあるお問合せ
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Ｑ 対象外となる業種はありますか？
Ａ 国の支援金と同様に政治団体、宗教団体、性風俗関連特殊営業又は当該営業に係る接客業務

受託営業を行う者等は対象外となりますが、業種を問わず、幅広く対象とします。

Ｑ＆Ａ

市川市中小法人等事業継続支援金 申請の手引き

Ａ 中小企業基本法に基づかない法人格を持つ法人等（社会福祉法人、医療法人、NPO法人、組
合等）の場合も本手引き1ページの表を準用し、各業種ごとに規定される規模以下の場合は対象
となります。

Ｑ 中小企業以外でも対象となりますか？

Ａ 法人の場合における本店や本社と同じ意味です。所得税の確定申告書等に、事業所所在地をどの
ように申告されているかで判断いたします。

Ｑ 個人事業主における主たる事業所とは何ですか？

Ａ 本業として事業活動をされている事業者様が給付対象となるため、サラリーマン等の被雇用者の方
は対象外となります。また、社会保険（健康保険）の被扶養者の方は、他のご家族等の収入で
の収入で生計を立てられているものと見なし、対象外となります。

Ｑ 被雇用者又は社会保険（健康保険）の被扶養者ですが、対象になります
か？

Ａ

Ｑ 国の「月次支援金」、「千葉県感染防止対策協力金」、「千葉県中小企業
等事業継続支援金」との重複受給はできますか？

※ 国及び県と連携して受給状況を確認することがあります。

Ａ 申請・受給の有無に関わらず、市支援金は受給できません。

Ｑ 国の「月次支援金」、「千葉県感染防止対策協力金」の給付対象となってい
ますが、申請を行っていません。この場合、市支援金を受給できますか？
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Ａ 確定申告書第一表の控えに収受日印が押印されていない場合、提出する確定申告書類の年分
の「納税証明書（その２所得金額用）（事業所得金額の記載のあるもの）」を提出してください。
また、e-TAXを通じて申告を行っている場合、「受信通知メールの控え」を添付ください。（ただし、

確定申告書の上部に「電子申告の日時」と「受付番号」の記載のあるものについては、受信通知メー
ルは不要です。）

Ｑ 確定申告書に収受日印がないのですが？

Ａ 令和3年4月～8月の各月と対応する申請は1回のみの申請となりますので、まとめて申請してくださ
い。

Ｑ 令和3年４月～６月分と７月～８月分を分けて申請できますか？

Ａ 書類に不備がない場合は、3週間程度で支援金をお振込みします。

Ｑ どのくらいで支援金を受給できますか？

Ｑ＆Ａ

市川市中小法人等事業継続支援金 申請の手引き

Ａ 前年分、前々年分の2年分の提出が必要です。

Ｑ 確定申告書類等は、対象年のみの提出になりますか？

Ａ 用途については、特に制限はありません。事業継続の対応のために幅広くご活用ください。

Ｑ 支援金の用途制限はありますか？

Ａ 含めません。新型コロナウイルス感染症対策として、国又は地方公共団体による支援施策により得た
給付金、補助金、助成金等が含まれる年又は月については、その額を除いた事業収入で申請をして
ください。

Ｑ 新型コロナウイルス感染症対策として、国又は地方公共団体による支援施策
により得た給付金、補助金、助成金等は事業収入に含めますか？

Ａ 事務局で対応しますので、043-203-8120へご連絡をください。
土日祝日を除く、平日9:00～17:00までが電話受付時間となります。

Ｑ 申請書の書き方が分からないので、教えていただけますか？

Ａ 緊急事態措置又はまん延防止等重点措置に伴う飲食店の休業・時短営業又は外出自粛等の影
響がなく、国の月次支援金の対象とならない場合のみ、対象となります。

Ｑ 対平成31年では減少率20％以上50％未満ですが、対令和2年が減少率
50％以上です。支援金の対象になりますか？
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オンライン申請

申請書類の確認
（審査）

郵送申請

申請受付
（登録完了）

申請受付
（申請書類到着・

開封確認）

審査完了後
決定通知書の郵送

口座振込

システムで申請を行う
ため、あらかじめ必要
書類の準備をお願いし
ます。

システムに必要事項を
入力していただき、必
要書類のアップロードを
行います。

書類不備などの確認を行い、
不備等があった場合は別途ご
連絡いたします。

申請書類に必要事項
を記載し、事務局に郵
送をお願いいたします。

事務局に書類到着後、
申請書の記載内容や
同封書類の内容確認
を行います。

審査完了後、給付結果通知
書を郵送します。

申請書記載の口座に、給付金
の振込を行います。

申請から給付までのおおまかな流れは、次のとおりです。

※ 申請書類に不備がない場合、最短で３週間程度で支援金をお振込みします。



問い合わせ先

市川市中小法人等事業継続支援金事務局

TEL ０４３－２０３－８１２０

ファックス ０４３－２４４－８１２５

E-メール ichikawacity-chushoshien@bsec.jp

郵送物宛先

〒260-0027
千葉県千葉市中央区新田町1-10
千葉テクノプラザ ３階
市川市中小法人等事業継続支援金事務局 宛て

〒260-0027 
千葉県千葉市中央区新田町1-10
千葉テクノプラザ ３階
市川市中小法人等事業継続支援金事務局 宛て

宛名ラベル
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